
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アレイ基板とカラーフィルタ基板とが液晶層を介して対向配置され、当該アレイ基板と
当該カラーフィルタ基板間に偏光層が配置され、当該アレイ基板に表示電極 共通電極

が形成されており、当該表示電極と当該共通電極間に電圧を印加することにより当該
アレイ基板と平行な方向に電界を生じさせる液晶表示パネルと、
　前記液晶表示パネルに対して前記アレイ基板側から光を照射するためのバックライトユ
ニットとを備え、
　前記バックライトユニットから照射された光のうち前記表示電極 で反射
された光は、前記偏光層を通過することなく直接当該バックライトユニットに戻る構成と
されていることを特徴とする液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は液晶表示パネルおよび装置に関し、特に同一の開口率であっても高い輝度を得
ることのできる液晶表示パネルおよび装置に関するものである。
【０００２】
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、 及
び当該液晶層に電圧印加時に液晶材料が目的としない方向を向いている当該液晶層中の領
域に対応する当該アレイ基板上の領域であって当該表示電極の先端部と当該共通電極の配
線との間及び当該共通電極の先端部と当該表示電極の配線との間に設けた所定の間隔に反
射膜

及び前記反射膜



【従来の技術】
　ＴＦＴ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ、薄膜トランジスタ）液晶表示装
置において、開口率および視野角はいずれもその品質を左右する重要なパラメータである
。近年開発されたＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ－Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モードの液晶表示装
置は、非常に高い視野角を実現することのできる液晶表示装置として注目を集めている。
ＩＰＳモードの液晶表示装置は表示電極のみならず共通電極をＴＦＴを形成したアレイ基
板上に設け、表示電極および共通電極間に電圧を印加することによりアレイ基板と水平方
向に電界を発生させる。したがって、アレイ基板およびカラーフィルタ基板間に存在する
液晶材料は、両基板と水平を保ったまま平面内で回転することになり、その結果ＩＰＳモ
ードの液晶表示装置は従来のＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ、ツイステッド・ネ
マチック）モードの液晶表示装置より高い視野角を実現している。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
　ＩＰＳモードの液晶表示装置は視野角の点では優れた性質を備えているが、開口率は従
来のＴＮモードの液晶表示装置より劣る。ＴＮモードの液晶表示装置は表示電極および共
通電極がともに透明なＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ、インジウム錫酸化物
）の薄膜から構成されているのに対して、ＩＰＳモードの液晶表示装置は共通電極はＩＴ
Ｏ薄膜であるが表示電極がＡｌ、ＭｏＷなどの金属薄膜から構成されている。この金属薄
膜から構成される表示電極は光が通過しないことから、ＩＰＳモードの液晶表示装置は開
口率が低くなってしまう。開口率が低いとそれだけ画面が暗くなる。画面の輝度を向上す
るためには、バックライトの数を増やしたり、またはその容量を大きくする必要がある。
したがって、液晶表示装置自体の大きさ、重量の増大を招くほか、消費電力も増大させて
しまう。そのため、高視野角という優れた性質を有するＩＰＳモードの液晶表示装置は、
大型の液晶表示装置に適用されるものの、消費電力、大きさおよび重量の制約の大きいノ
ート型パソコンへの適用は見送られていた。また、大型の液晶表示装置においても今後高
精細化が進むにしたがって開口率が低下し、ＩＰＳモードの液晶表示装置の適用が困難に
なることも予測できる。
　そこで本発明は、開口率に依存せずに輝度を向上することのできる液晶表示パネルおよ
び装置の提供を課題とする。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
　従来の液晶表示装置における輝度は開口率に依存していたということができる。つまり
、バックライト等の仕様を一定にする限り、輝度を向上するためには開口率を高くする必
要があった。しかし、光の再利用効率を向上すれば開口率を高くすることなく輝度を向上
することができることに本発明者は着目した。以下、このことを従来のＩＰＳモードの液
晶表示装置１を示す に基づき説明する。 に示すように、従
来の液晶表示装置１は、図中上より、第２の偏光層としての上偏光板２、カラーフィルタ
基板３、アレイ基板５および第１の偏光層としての下偏光板４を積層した液晶表示パネル
１ａと、導光板７および光源８とからなるバックライトユニット１ｂとから構成される。
カラーフィルタ基板３、アレイ基板５の周縁部は図示しないシール材によってシールされ
、形成された空間には液晶材料が封入された液晶層６が構成されている。光源８から照射
された光は導光板７内を通過した後に下偏光板４を通過した後にアレイ基板５に照射され
る。照射された光のうち、アレイ基板５上に形成された配線その他金属膜で構成された部
分に照射された光は、図中矢印で示すように反射して再度下偏光板４を通過して導光板７
に戻る。導光板７に戻った光は、再度導光板７から下偏光板４に対して照射される。これ
が光の再利用である。
【０００５】
　光の再利用は、アレイ基板５上に形成された金属膜で反射された光を再度導光板７から
下偏光板４に向けて照射するものである。したがって、その効率を向上するためには、前
記反射された光を無駄なく導光板７に戻すことが必要となる。この観点から
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図７および図８ 図７および図８

図７および図



に示す従来のＩＰＳモードの液晶表示装置１を検討すると、下偏光板４が障害となるこ
とが予測された。偏光板は光を吸収する性質を有しているからである。つまり、導光板７
から出た光はアレイ基板５上に形成された金属膜で反射されて導光板７に戻るまでに下偏
光板４を再度通過するために、反射光のうち相当の分が下偏光板４に吸収され無駄になる
。逆に、下偏光板４における反射光の吸収を軽減できれば、光の再利用効率を向上するこ
とができる。
【０００６】
　そこで本発明者は、反射光が導光板７に戻る課程で下偏光板４を通過しない構造とする
ことにより光の再利用効率の向上を図った。より具体的には、従来、導光板７とアレイ基
板５との間に下偏光板４が配置されていたが、図１に示すように下偏光板１４をアレイ基
板１５の上に配置することを着想した。そうすれば、反射光が下偏光板４を再度通過する
ことがなくなるからである。具体的には発明の実施の形態の欄で説明するが、この下偏光
板４の配置を変更することにより、輝度が１５％程度向上することができることを確認し
ている。したがって本発明の液晶表示パネルは、駆動電圧を制御するための駆動素子およ
び駆動素子を介して電圧が印加される表示電極 が形成されたアレイ基板

アレイ基板を通過した光を偏光させる第１の偏光層と、
液晶材料からなる液晶層と、色材膜からなるカラーフィルタを形成したカラーフィルタ基
板と、カラーフィルタ基板を通過した光を偏光する第２の偏光層とが順次積層され

ことを特徴としている。
【０００７】
　以上の本発明液晶表示パネルは、ＩＰＳモードの液晶表示パネルに適用すると、アレイ
基板に共通電極が形成されており、表示電極と共通電極間に電圧を印加することによりア
レイ基板と平行な方向の電界が生ずるものとなる。
【０００８】
　以上の本発明の液晶表示パネルを用いることにより、光の再利用効率の優れた本発明の
液晶表示装置を提供することができる。すなわち本発明の液晶表示装置は、アレイ基板と
カラーフィルタ基板とが液晶層を介して対向配置され

液
晶表示パネルと、液晶表示パネルに対してアレイ基板側から光を照射するためのバックラ
イトユニットとを備え、バックライトユニットから照射された光のうち で反射さ
れた光は、 することなく直接バックライトユニットに戻る構成とされている
ことを特徴とするものである。
【０００９】
　 、液晶表示パネルにはアレイ基板とカラーフィルタ基板間
に偏光層が配置されており、バックライトユニットから照射された光のうちアレイ基板で
反射された光は偏光層を通過することなくバックライトユニットに戻り、バックライトユ
ニットにおける光の再利用効率が高い構成とすることができる。この構成を採用すること
により、バックライトユニットから照射された光のうちアレイ基板で反射された光が偏光
板を通過してバックライトに戻る構成の液晶表示装置に比べて輝度を改善することができ
る。輝度の改善は前述のように１５％にも及ぶことが確認されている。また本発明の液晶
表示装置のバックライトとしてエッジライト型、つまり光を照射するための光源と、光源
から照射された光を液晶表示パネルに導くための導光板とからなるものとすることができ
る。このエッジライト型のバックライトユニットはノート型パソコン用の液晶表示装置に
適用されており、本発明の液晶表示装置においてもエッジライト型のバックライトユニッ
トを用いれば、従来大型の液晶表示装置に適用されていたＩＰＳモードの液晶表示装置の
ノート型パソコンへの適用が実現できる。
【００１０】
　なお、特公昭６０－３４０９５号 および特開昭６３－１２１８２３号 に２つの
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８

及び共通電極 を有
し、表示電極と共通電極間に電圧を印加することによりアレイ基板と平行な方向に電界が
生ずる液晶表示パネルにおいて、

、アレ
イ基板側から照射される光の利用効率を向上させる

、アレイ基板とカラーフィルタ基板
間に偏光層が配置され、アレイ基板に表示電極及び共通電極が形成されており、表示電極
と共通電極間に電圧を印加することによりアレイ基板と平行な方向に電界を生じさせる

表示電極
偏光層を通過

以上の本発明液晶表示装置は

公報 公報



ガラス基板間に偏光層を設けた液晶表示パネルの開示がある。しかし、いずれにも光の再
利用効率を向上する構成についての開示はなされていない。
【００１１】
　ところで、 液晶層に電圧を印加しても液晶材料
が目的としない方向を向くディスクリネーションが表示電極周辺で生じていた。このディ
スクリネーション部分は表示品位を落とすため、カラーフィルタ基板上の前記ディスクリ
ネーション部分に対応する部分に光を遮るブラックマトリックスを設け、表示を行わない
こととしている。このブラックマトリックスは光を吸収するため、その分だけ光の無駄が
生じることになる。そこで本発明では、ブラックマトリックスで吸収されていた光を積極
的に利用することに着目した。つまり、従来ブラックマトリックスが形成されていた部分
、換言すれば液晶層に電圧を印加しても液晶材料が目的としない方向を向くディスクリネ
ーション部分に照射される光を反射して再利用することを着想した。すなわち、

液晶層に電圧印加時に液晶材料が目的としない方向を向い
ている液晶層中の領域に対応するアレイ基板上の領域

に
反射膜を形成した

なお、反射膜としては、Ａｌ、Ｍｏ、Ｗその他の金属からなる膜を用いる
ことができる。
【００１２】
　ところで、ＰＦＡ（Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｆｉｌｍ　ｏｎ　Ａｒｒａｙ、ポリマー・フィル
ム・オン・アレイ）型と称される液晶表示パネルが近年開発されている。このＰＦＡ型液
晶表示パネルに本発明を適用することができる。つまり、ＰＦＡ型液晶表示パネルにおい
て、導光板とアレイ基板との間に配置されていた下偏光板を廃止するとともに、ポリマー
層中に偏光素子を分散させることにより前記反射光の下偏光板による吸収を回避すること
ができる。したがって、本発明は、絶縁基板と、絶縁基板上に形成された薄膜トランジス
タと、絶縁基板を被覆するとともに偏光素子が分散する樹脂層と、樹脂層上に形成される
とともに、樹脂層を貫通してその一部が薄膜トランジスタと導通接続する表示電極とを備
えたアレイ基板と、アレイ基板と所定の間隙を隔てて対向配置されるカラーフィルタ基板
と、アレイ基板およびカラーフィルタ基板との間隙に位置する液晶層とを備えた液晶表示
パネルと、アレイ基板側から液晶表示パネルに光を照射するバックライトユニットとを備
え

ことを特徴とする液
晶表示装置を提供する。
【００１３】
　以上の本発明液晶表示装置によれば、樹脂層に偏光素子を分散させており、この樹脂層
が偏光層としての機能を発揮する。バックライトユニットから照射された光のうちアレイ
基板の金属膜からなる部分にて反射された光は、バックライトユニットとアレイ基板との
間に偏光層が存在しないから、無駄なくバックライトユニットに戻ることができる。した
がって輝度の向上を図ることができる。
【００１４】
　表示電極は画素中の表示領域にのみ設ければ足りる。しかし、本発明の液晶表示装置に
おいては、表示電極を延長して薄膜トランジスタ

ことが望ましい。従来の液晶表示
装置によると薄膜トランジスタの近傍の液晶分子は薄膜トランジスタの影響を受けて目的
としない方向を向くことがあったが、薄膜トランジスタを表示電極で覆った構造とすれば
、薄膜トランジスタの近傍の液晶分子であっても薄膜トランジスタの影響を受けず表示電
極に印加される電圧にしたがった方向を向くことになる。
【００１５】
【発明の実施の形態】
　以下本発明の実施の形態を図面に基づき説明する。
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従来のＴＦＴ液晶表示パネルにおいて、

本発明の
液晶装置において、このような

であって、表示電極の先端部と共通
電極の配線との間、及び共通電極の先端部と表示電極の配線との間に設けた所定の間隔

ことを特徴とすれば、反射膜により反射された光の再利用効率を高める
ことができる。

、バックライトユニットから照射された光のうちアレイ基板の金属膜からなる部分で反
射された光は樹脂層を通過することなくバックライトユニットに戻る

が樹脂層を介して覆われ、薄膜トランジ
スタ付近の液晶層のディスクリネーションが防止される



（第１実施形態）
　図１は本実施形態の液晶表示装置１０の分解斜視図、図２は断面構成図である。なお、
図２は図１の一点鎖線で示す部分の断面である。図１および図２に示す液晶表示装置１０
は、ＩＰＳモードの液晶表示装置であって、エッジライト方式のバックライトを採用した
ものである。図１および図２に示すように、液晶表示装置１０は、図中上より、第２の偏
光層としての上偏光板１２、カラーフィルタ基板１３、第１の偏光層としての下偏光板１
４およびアレイ基板１５を積層した液晶表示パネル１０ａと、導光板１７および光源１８
とからなるバックライトユニット１０ｂとから構成される。カラーフィルタ基板１３、ア
レイ基板１５の周縁部は図示しないシール材によってシールされ、形成された空間には液
晶材料からなる液晶層１６が構成されている。図２に示すように、アレイ基板１５の上面
にはゲート絶縁膜１５４が形成されている。このゲート絶縁膜１５４の中にはゲート電極
１５１が形成され、またゲート絶縁膜１５４上にはａ－Ｓｉ膜１５５が形成されている。
薄膜半導体としてのａ－Ｓｉ膜１５５上にはソース電極１５２およびドレイン電極１５３
が形成され、液晶材料駆動素子としての薄膜トランジスタ１５Ｔを構成している。ドレイ
ン電極１５３からは表示電極１５６が引き出され、また、ゲート絶縁膜１５４上には共通
電極１５７が形成されている。
【００１６】
　ゲート電極１５１に電圧を印加すると、ソース電極１５２からドレイン電極１５３へ、
またはその逆へａ－Ｓｉ膜１５５内部を電子が通過し電流が流れる。ゲート電極１５１へ
オフ電圧を印加すると、ソース電極１５２とドレイン電極１５３は遮断される。つまり、
ゲート電極１５１はスイッチ素子である薄膜トランジスタ１５Ｔをオン・オフする機能を
持っている。このとき、ドレイン電極１５３から表示電極１５６に電圧が加わり、所定距
離を隔てて配置されている共通電極１５７との間であって、アレイ基板１５と平行な方向
に電界が発生する。したがって、液晶層１６中の液晶材料は水平面内で回転することにな
る。ここで、ゲート電極１５１、ソース電極１５２、ドレイン電極１５３および表示電極
１５６はＡｌ、Ｔａ等の金属膜で構成されている。また、共通電極１５７は透明なＩＴＯ
膜で構成されている。
【００１７】
　以上の液晶表示装置１０において、バックライトユニット１０ｂの導光板１７から照射
された光は図中矢印のように進む。つまり、導光板１７から照射された光のうち、アレイ
基板１５上のゲート電極１５１および表示電極１５６のように金属膜からなる部分に照射
された光は反射されて再度バックライトユニット１０ｂに戻る。それ以外の光はアレイ基
板１５、下偏光板１４、液晶層１６、カラーフィルタ基板１３および上偏光板１２を順次
通過する。
【００１８】
　以上の液晶表示装置１０は、下偏光板１４をカラーフィルタ基板１３とアレイ基板１５
との間に配置しているために、図２に示すように、アレイ基板１５によって反射された光
は下偏光板１４を通過することなく直接導光板１７に戻ることができる。つまり、アレイ
基板１５によって反射された光は、その光量を維持したまま導光板１７に戻ることができ
る。したがって、下偏光板４を通過して導光板７に光が戻る図７および図８に示した従来
の液晶表示装置１に比べて光の再利用効率が優れている。ＩＰＳモードの液晶表示装置１
０は、表示電極１５６が金属膜で構成されているために、表示電極が透明なＩＴＯ膜で構
成されているＴＮモードの液晶表示装置に比べてアレイ基板１５で反射される光の量が多
い。したがって、ＩＰＳモードの液晶表示装置１０は、下偏光板１４をカラーフィルタ基
板１３とアレイ基板１５との間に配置することによる光の再利用効率、ひいては輝度の向
上の効果が大きいということができる。
【００１９】
　以上の効果を具体的に確認した例を示しておく。すなわち、表１に示すように、２１４
４（ｃｄ／ｍ２ ）の輝度を有する光源を用いて、ガラス基板、アレイ基板、従来のＩＰＳ
モードの液晶表示装置および本実施形態によるＩＰＳモードの液晶表示装置による輝度を
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測定した。なお、アレイ基板は前記ガラス基板を用いて作成したものである。また、従来
のＩＰＳモードの液晶表示装置および本実施形態によるＩＰＳモードの液晶表示装置とも
に前記アレイ基板を用いるとともに、下偏光板の位置が異なる以外は同様の構成をなして
いる。表１に示すように、従来のＩＰＳモードの液晶表示装置、つまりアレイ基板で反射
された光が偏光板を通過した後に導光板に戻る場合の輝度は５３５．８（ｃｄ／ｍ２ ）で
ある。これに対して、アレイ基板で反射された光が、偏光板を含め他の層を通過すること
なく直接導光板に戻る本実施形態によるＩＰＳモードの液晶表示装置の輝度は６２２．４
（ｃｄ／ｍ２ ）であり、輝度が１６％向上していることが確認された。この輝度の向上は
、開口率４０％が４６％に、また５０％が５７．５％に向上することに相当することにな
り、その効果が極めて大きいことがわかった。
【００２０】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２１】
（第２実施形態）
　

【００２２】
　 に示すように、液晶表示装置２１は、図中上より、上偏光板２２、カラーフィルタ
基板２３、液晶層２６、アレイ基板２５および下偏光板２４を積層した液晶表示パネル２
１ａと、光源２８および導光板２７からなるバックライトユニット２１ｂとから構成され
る。 に示すように、アレイ基板２５の上面にはゲート電極２５１、ソース
電極２５２およびドレイン電極２５３が形成されている。アレイ基板２５の上面には、ド
レイン電極２５３と表示電極配線２５６ａを介して導通接続するＡｌ、Ｔａ等の金属膜か
らなる表示電極２５６が櫛状に形成されている。また、この櫛状に形成されている表示電
極２５６と対向してやはり櫛状の共通電極配線２５７ａおよび共通電極２５７が形成され
ている。この共通電極２５７はＩＴＯのような透明導電膜から構成されている。
【００２３】
　アレイ基板２５表面において、表示電極２５６の先端部と共通電極配線２５７ａとの間
、および共通電極２５７の先端部と表示電極配線２５６ａとの間には所定の間隔が設けて
あり、この間隔の部分には電界が生ずる。そのために、その間に存在する液晶材料は目的
としない方向を向く。つまり、ＩＰＳモードの液晶表示装置２１はアレイ基板２５上の表
示電極２５６と共通電極２５７との間に電圧を印加して電界を発生させて液晶材料の駆動
を制御するものである。したがって、表示電極２５６の先端部と共通電極配線２５７ａと
の間、および共通電極２５７の先端部と表示電極配線２５６ａとの間に生ずる電界によっ
て駆動される液晶材料は目的としない方向を向くことになる。したがって、この部分は表
示特性を劣化させることから、従来はカラーフィルタ基板２３上の対向する部分に図４中
一点鎖線で示すようにブラックマトリックス２３２を設け表示対象から除外していた。

10

20

30

40

50

(6) JP 3884207 B2 2007.2.21

第２実施形態では、図３および図４に基づき、ＩＰＳモードの液晶表示装置２１におい
て、液晶層に電圧印加時に液晶材料が目的としない方向を向いている液晶層中の領域に対
応するアレイ基板上の領域に反射膜を形成する液晶表示装置について説明する。図３はア
レイ基板２５上の単一の画素を示す平面図、図４は図３のＢ－Ｂ断面の構成図である。

図４

図３および図４



【００２４】
　ところが本液晶表示装置２１では、表示電極２５６の先端部と共通電極配線２５７ａと
の間、および共通電極２５７の先端部と表示電極配線２５６ａとの間に金属膜からなる反
射膜２５９を形成している。したがって、導光板２７から照射された光をこのアレイ基板
２５に形成したこの反射膜２５９で積極的に反射して再利用することにより、液晶表示装
置２１の輝度を向上することができる。
【００２５】
　以上説明した第２実施形態の液晶表示装置２１は、下偏光板２４がアレイ基板２５と導
光板２７との間に配置した例を示したが、第１実施形態で示したように、下偏光板２４を
カラーフィルタ基板２３とアレイ基板２５との間に配置することもできる。そうすると、
反射膜２５９で反射された光の再利用効率を向上することができるため、第２実施形態に
よる効果をより一層顕著なものとすることができる。
【００２６】
（第３実施形態）
　次に本発明を前記ＰＦＡに適用した第３実施形態について説明する。 は第３実施形
態にかかる液晶表示装置３０の断面構成を示している。 に示すように本実施形態の液
晶表示装置３０は、図中上から、上偏光板３２、カラーフィルタ基板３３、液晶材料から
なる液晶層３６、絶縁基板としてのガラス基板上にＴＦＴ３５Ｔおよび配線３８を形成し
たアレイ基板３５、アレイ基板３５上に形成されたポリマー層３９、ポリマー層３９上に
形成されるとともにポリマー層３９を貫通して前記ＴＦＴ３５Ｔと導通接続する表示電極
４０からなる液晶表示パネル３０ａと、導光板３７および光源３８とからなるバックライ
トユニット３０ｂとから構成されている。本液晶表示装置３０の特徴は、ポリマー層３９
中に偏光素子３９ａを分散させており、したがってポリマー層３９が偏光板としての機能
を有する点である。よって、アレイ基板３５で反射された光は偏光素子３９ａを通過する
ことなく導光板３７に戻り再利用に供されるから、輝度の低下を抑制することができる。
【００２７】
　従来のＰＦＡ型の液晶表示装置は、偏光板がアレイ基板３５と導光板３７との間に配置
されていたために、導光板３７から照射された光のうちアレイ基板３５で反射された光は
当該偏光板を通過した後に導光板３７に戻ることになる。前述のように偏光板では光が吸
収されるので、導光板３７に戻る光には無駄が生ずる。これに対して本実施の形態による
液晶表示装置３０は導光板３７とアレイ基板３５との間に偏光板は存在しないので、光の
再利用効率が向上し、その分だけ輝度を高くすることができる。
【００２８】
　 は本実施形態による液晶表示装置３０の概略製造工程を示している。まず、

に示すように、アレイ基板３５上にＴＦＴ３５Ｔおよび配線３８を形成する。ＴＦＴ
３５Ｔ等の形成は従来公知の方法に従えばよい。次に、 に示すように接続孔３
９ｂを有するポリマー層３９を形成する。このポリマー層３９には偏光素子３９ａが分散
してある。この偏光素子３９ａが分散されたポリマー層３９を形成するためには、偏光素
子３９ａを分散したポリマー溶液をアレイ基板３５上に塗布し、偏光素子３９ａの分子軸
を揃えるためにスピンし、しかる後にポリマーを加熱、固化してポリマー層３９を形成す
る。ポリマー層３９を構成するポリマーの１例として、ＰＶＡ（ポリビニルアルコール）
を用いることができる。また、偏光素子３９ａの１例として、ヨウ素錯体を用いることが
できる。ただし、本発明はこれに限定されず、他の物を用いることができる。
【００２９】
　次いで、 に示すように、ポリマー層３９上に表示電極４０を形成する。表示
電極４０は、例えばＩＴＯターゲットをスパッタリングすることにより得ることができる
。その後、別途作成されたカラーフィルタ基板３３を、スペーサおよびシール剤（いずれ
も図示省略）を介してアレイ基板３５上に貼り合わせる。その後、アレイ基板３５および
カラーフィルタ基板３３の間隙に液晶材料を注入して液晶層３６を形成する。液晶材料注
入後、カラーフィルタ基板３３上に上偏光板３２を貼り付ける。以上により得られた液晶
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図５
図５

図６ 図６（
ａ）

図６（ｂ）

図６（ｃ）



表示パネル３０ａをバックライトユニット３０ｂ上に配置することにより に示
す本実施の形態による液晶表示装置３０を得ることができる。
【００３０】
　本液晶表示装置３０は、光の再利用効率が高く輝度に優れていることは前述の通りであ
るが、さらに以下のような効果を備えている。すなわち、アレイ基板３５上の配線３８と
表示電極４０とがアレイ基板３５上の同一平面上で隣接して配置するとショートしやすく
、またショートしないとしても、これらの間に発生する電界によりディスクリネーション
が発生し、表示品質を劣化させていた。これに対して本液晶表示装置３０では、配線３８
と表示電極４０との間にポリマー層３９が存在するので両者の間でショートが生ずるのを
防止することができる。加えて、両者間には液晶材料が目的としない方向を向くような強
い電界は生じないので、表示品質を劣化することがない。配線３８と表示電極４０とをア
レイ基板３５上の同一平面上に形成していた従来の液晶表示装置では、ショートおよび不
必要な電界の発生を防止するために配線３８と表示電極４０との間に所定の距離を置く必
要があった。そのことが表示電極４０の面積を大きくする、つまり開口率を向上する障害
となっていた。ところが本液晶表示装置３０では配線３８と表示電極４０とは平面視した
場合に、両者間に距離を設ける必要がなく、したがって表示電極４０の面積を大きく、つ
まり開口率を向上することが可能となる。また、ブラックマトリックスを設ける必要もな
くなる。
【００３１】
　また、従来のＰＦＳ型の液晶表示装置は、薄膜トランジスタ３５Ｔの近傍の液晶材料は
薄膜トランジスタの影響を受けて目的としない方向を向くことがあった。しかし、本実施
形態の液晶表示装置３０のように薄膜トランジスタ３５Ｔを表示電極４０で覆った構造と
すれば、薄膜トランジスタの近傍の液晶材料にも薄膜トランジスタ３５Ｔの影響が及ばな
くなるから、目的としない液晶材料の配向、つまりディスクリネーションを防止すること
もできる。
【００３２】
【発明の効果】
　以上説明のように、本発明によれば、偏光板をアレイ基板および導光板の間に配置しな
い、あるいは従来ブラックマトリックスに吸収されていた光を再利用することにより、開
口率を向上することなく液晶表示装置の輝度を高くすることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の第１実施形態の液晶表示装置を示す分解斜視図である。
【図２】　本発明の第１実施形態の液晶表示装置を示す断面構成図である。

。

【符号の説明】
１，１０，２１，３０…液晶表示装置、１ａ，１０ａ，２１ａ，３０ａ…液晶表示パネル
、１ｂ，１０ｂ，２１ｂ，３０ｂ…バックライトユニット、２，１２，２２，３２…上偏
光板、３，１３，２３，３３…カラーフィルタ基板、４，１４，２４…下偏光板、５，１
５，２５，３５…アレイ基板、６，１６，２６，３６…液晶層、７，１７，２７，３７…
導光板、８，１８，２８，３８…光源、１５Ｔ，３５Ｔ…薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）、
１５１，２５１…ゲート電極、１５２，２５２…ソース電極、１５３，２５３…ドレイン
電極、１５４…ゲート絶縁膜、１５５…ａ－Ｓｉ膜、１５７，２３１，２５７…共通電極
、１５６，２５６…表示電極、２５９…反射膜、３９…ポリマー層、３９ａ…偏光素子
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図６（ｄ）

【図３】　本発明の第２実施形態の他の液晶表示装置を示す分解斜視図である。
【図４】　本発明の第２実施形態の他の液晶表示装置を示す断面構成図である。
【図５】　本発明の第３実施形態の液晶表示装置を示す断面構成図である。
【図６】　本発明の第３実施形態の液晶表示装置の製造工程を示す図である
【図７】　従来の液晶表示装置の分解斜視図である。
【図８】　従来の液晶表示装置の断面構成図である。



【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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摘要(译)

提供一种能够在不依赖于开口率的情况下提高亮度的液晶显示装置。 解
决方案：通过在阵列基板15和滤色器基板13之间设置下偏振板14，由阵
列基板15上形成的金属膜反射的光可以直接返回到导光板17。 。因此，
提高了光再利用效率，并且改善了作为液晶显示装置10的亮度。
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